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地政学的緊張下のサプライチェーン・マネジメント 

――国際生産の産業別パターンと GSCへのエクスポージャー 
 

森原 康仁 
 

はじめに 

 

筆者は、森原（2023）において、1990 年代から 2000 年代にかけてのグローバリゼーション

が 19 世紀末から 20 世紀初頭にかけての「第 1 次グローバリゼーション」と区別される「極端

なグローバル化」と特徴づけられることを確認し、2010 年代以降目立って増えた安全保障の手

段として経済が用いられる現象が「エコノック・ステイトクラフト」と呼ばれ政治的に注目さ

れていることを整理した。さらに、貿易や投資のような経済指標においても政治的ナラティブ

においても 2010 年代以降顕著な停滞・逆行現象がみられることを指摘した。そして、以上をふ

まえれば、足元の世界経済が極端なグローバル化が進行したポスト冷戦 20 年間と同様であると

は到底いえず、むしろいま起こっていることは、地政学的緊張に端を発した極端なグローバル

化の修正過程であるとした。 

では、こうした現実に企業ないし産業はどのように対応しうるのか。すなわち、企業ないし

産業は、グローバル・サプライチェーン（GSC）1 へのエクスポージャーをいかなる形でマネジ

メントしうるのか。そこで、小稿ではこの問題についての整理を試みる2。 

以下では、第 1 に、国際生産の産業別特徴を類型化するための視点を整理する。ここではバ

リューチェーンの統治構造には複数の類型があることが見いだされるとともに、技術・素材的

な側面と価値生産のパターンを統一的に理解することが重要であることを強調する。第 2 に、

こうした視点にもとづいて、国際事業活動を行っている産業がどのように類型化できるかを検

討する。そして、ある種の機械工業（とりわけエレクトロニクス産業）がとくに GSC へのエク

スポージャーが高く、ゆえに GSC の混乱にともなう損失を被りやすいことを指摘する。さらに

                                                                 
1 国民経済間の技術や要素賦存の相違は貿易を規定する要因ではあるが、生産工程の国際分散を直接に規

定する要因ではない。つまり、国民経済間の構造的差異は潜在的な貿易構造を規定する要因ではあっても、

実際の貿易構造を顕在化させるのは企業行動による（石田 2011: 222）。したがって、グローバリゼーショ

ンの実相を見極める作業は、国民経済単位の貿易分析以上の作業となる。それがだれの目にも明らかにな

ったのが 1990 年代以降であろう。 
2 本稿は、日本比較経営学会第 48 回全国大会・統一論題「新自由主義的経営実践のリセット――中国とイ

ンドの企業経営」（2023 年 5 月 13 日、於：岐阜大学）の報告ために準備した予稿の一部を加筆、再構成し

たものである。報告者の中屋信彦（名古屋大学）、竇少杰（立命館大学）、カンデル・ビシュワ・ラズ（名

古屋外国大学）の各先生、討論者の劉永鴿（東洋大学）、伏田寛範（日本国際問題研究所）の両先生、司会

の井手啓二（立命館大学名誉教授）、酒井正三郎（中央大学名誉教授）の両先生からは大変貴重なコメント

をいただいた。ここに記して感謝いたします。 



－ 2 － 

第 3 に、こうした GSC へのエクスポージャーが高い産業において、とりうる対応策がどのよう

なものであるか、また、その限界がどのような点に見出されるかを検討する。 

以上の作業を通じて、産業・企業次元における GSC リスクへの対応を補完ないし代替する形

で、政府関与が強まらざるをえない構図を浮き彫りにしたい。 

 

1. 国際事業活動のガバナンス 

 

国際生産の産業別パターンを把握するさいには、①投資主体の戦略的行動（生産過程／バ

リューチェーンの統治）、②技術・素材的な側面（労働工程／バリューチェーンのパターン）、

③価値生産の側面（付加価値産出の地域的パターン）、という 3 つの側面から具体的に検討する

ことが重要である。 

以下では、まず①の投資主体の戦略的行動の帰結としてあらわれる、国際事業活動の統治構

造について整理する。 

 

1.1. 垂直統合企業のグローバル化と企業内国際分業 

第二次大戦後における国際事業活動の進展への研究者の注目は、現代企業 modern business 

enterprise の内部組織3 が国境を越えて拡大する点に当てられてきた。 

現代企業は、企業内部に研究開発、購買、製造、販売、マーケティング、アフターサービス

といったさまざまな主活動、その他の支援活動を内部化しているという意味で垂直統合企業で

あるが、かれらは元の事業で寡占的地位を確立すると、新規の事業分野に進出したり、これま

でとは異なる新しい地域（市場）に進出したりするようになった。 

ここで重要なのは、新規市場への進出は国内に限るものではないということである。国外市

場に進出しても十分事業が成立するという見込みがあれば、現代企業は積極的に海外にアプ

ローチする。したがって、現代企業は垂直統合企業ないし複数事業部制企業であると同時に多

国籍企業でもある。多国籍企業としての現代企業は、世界的規模で製品・半製品の開発、製造、

物流、販売、マーケティング、サービスをおこなう（夏目 2006: 37-8）。  

 こうした世界的規模でのバリューチェーンの広がりうち、企業内で行われるものを指して企

業内国際分業という。企業内国際分業とは、同一製品系列の地域別分業（生産の水平分業）と、

この生産部門が部品・半製品から完成品への連鎖に応じて国際的に分割・統合されたもの（生

                                                                 
3 内部組織とは「各部門の自律性を犠牲にしても、その間に生じるコンフリクト（対立）をなんらかの権

限によって調整しなければならない」ような組織である（今井 1982: 127）。市場取引では「権限」による

コーディネーションは行われない。内部組織においては「全体戦略」やそれにもとづく「計画」、「管理」

がコーディネーションを担う。そこでは、もっぱら資源の「数量」の配分が問題になる。 
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産の垂直分業）の 2 つの企業内分業が結びついたものである（板木 1989: 43-4）。すなわち、世

界規模に分散するさまざまな工程を結びつけ、それらを適切に配分し、連動させる手段が企業

内国際分業である。したがって、「現代の巨大企業によって編制される共同労働は、いくつもの

協業の直接的な垂直・水平結合を情報と生産諸力の自由移転を通じて国際的に実現する機構」

であり、現代における共同労働の典型的な形態であるということができよう（板木 1989: 57）。 

 

1.2. 直接投資によらない国際事業活動 

ただ、現代企業のグローバル化のあり方は内部組織の国境を越えた拡大にとどまらない。出

資をともなわない、すなわち直接投資によらない国境を越えた事業活動はますます影響力を拡

大している4。では、主導的な企業（多くの場合先進国のブランド企業）とサプライヤー（多く

の場合途上国企業）のバリューチェーンのガバナンス（統治）はいかに類型化できるか。 

第 1 図によれば、バリューチェーンのガバナンスは、①市場、②モジュラー・バリューチェー

ン、③関係的バリューチェーン、④専属的バリューチェーン、⑤垂直統合の 5 つに類型化され

る。⑤は企業内国際分業と同義であり、①は貿易を意味していると考えて差し支えない。 

問題は②、③、④の、たんなる市場取引（貿易）でも企業内国際分業でもないバリューチェー

ンが近年増大していることである。まずこのうち③と④についてみてみよう。③の関係的バ

リューチェーンはサプライヤーの能力が比較的高く、取引にあたって主導的企業とサプライ

ヤーの間で緊密な知識のやり取りがおこなわれる。④の専属的バリューチェーンはサプライ

ヤーの能力が比較的低く、主導的企業がサプライヤーに製品の仕様を詳しく伝える。注意した

いのは、このいずれの類型でも、多くの場合、主導的企業はサプライヤーに出資していないと

いうことである。にもかかわらず、比較的長期にわたって取引が継続する5。 

また、②のモジュラー・バリューチェーンは、一見すると市場（貿易）をつうじて必要な部

品や半製品を手に入れているだけにみえるが、そうではない。顧客企業とターンキー・サプラ

                                                                 
4 1980 年代のアジア NIES の成長がその最初のまとまったあらわれである。当時これは「国際下請生産

international subcontracting」と呼ばれた。これにいち早く注目し、日本に紹介したのが関下稔である。当時

の関下の評価は「国際下請生産は多国籍企業の途上国の進出の一形態であり、子会社網を通じる企業内国

際分業とは相対的に独自な領域として、それとならんで存在しており、両者は全体として多国籍企業の垂

直的かつ水平的な、全世界的な生産体系のなかに固有の役割と位置をもって配置されている。そして多国

籍企業親会社は両者を使いわけながら、途上国での生産の統合化を進めている。両者を結びつける共通分

母は、途上国の低賃金をいかに利用するかという多国籍企業親会社の基本戦略である」というものであっ

た（関下 1986: 296）。当時の時代状況を反映して、新興国・途上国の自立化の可能性については相対的に

低い評価が与えられている。「国際下請生産」に至る貿易の垂直構造についての研究史については、石田

（2011: 226-227）が詳しい。 
5 丸川知雄は、浅沼萬里のいう「貸与図サプライヤー」を専属的バリューチェーンに、「承認図サプライヤ

ー」を関係的バリューチェーンに類比させている（丸川 2013: 56）。 
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イヤー（完成品受け渡し型のサプライヤー）6 との関係は③や④の類型と同様に一回限りのス

ポット的な取引ではなく、比較的長期にわたって継続する。②で取引される部品や半製品の製

品設計仕様はオープン化されており、仕様さえわかれば比較的簡単にだれでもつくることがで

きるという点でも①、③、④と区別される。したがって、サプライヤーが顧客企業との取引か

ら離脱するコストは③や④と比べると高くはない。なお、②の類型も、③、④と同様に顧客企

業のサプライヤーへの出資はほとんどみられない。 

 

1.3. 国際事業活動の指標化 

このように、直接投資をともなう（株式保有をともなう）国際事業活動のガバナンスと直接

投資をともなわない（株式保有をともなわない）国際事業活動のガバナンスには明確な違いが

ある。いいかえれば、企業は国際生産にあたって、独立企業間貿易、持ち分法適用会社の活用、

M&A やグリーンフィールド投資による完全支配子会社の設立（直接投資）といったさまざま

な手法の選択問題に直面する。 

                                                                 
6 ターンキー・サプライヤーは、製品設計・部品調達・製造・出荷・アフターサービスに至るまでの総合

的なサービスを幅広く顧客に供給する。それで成功した典型例は台湾のパソコン産業であった（川上 2003: 
53）。 

第 1 図 グロバール・バリューチェーンのガバナンスをめぐる 5 つの類型 

 
（出所）Gereffi, Humphrey and Sturgeon (2005: 89). 
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いま、ある産業における直接投資の比重を定量的に把握しようと思えば、「ある産業におけ

る直接投資が総直接投資に占める割合」と「その産業の貿易が総貿易に占める割合」の比をと

ればよい。これは、ある産業が、内部化された国際事業活動にどの程度より強く、あるいはよ

り弱く依存しているかを示す（UNCTAD 2020: 133）。また、直接投資をともなわない国際事業

活動を定量的に把握するための指標は存在しないが、UNCTAD (2011) は、受託生産やサービ

ス・アウトソーシング、フランチャイジングを活用する主要な産業（エレクトロニクス、自動

車、医薬品、衣料品・靴、BPO サービス、フランチャイズチェーン、半導体）の主要受託請負

業者を整理するなどして定性的な把握を試みている。 

第 1 表は、UNCTAD が、こうした作業を経て、国際事業活動をおこなう主要な産業における

直接投資をともなうガバナンスと非出資形態でのガバナンスの影響力を整理したものである。

あくまで一定の傾向を示すものにすぎないが、類似の指標は存在しないため、貴重な整理とい

うべきである。2020 年現在において、直接投資にともなうガバナンスの影響力が平均を下回り、

かつ非出資形態のバリューチェーンのガバナンスが強い影響力をもつ（平均を上回る）産業は、

「繊維・アパレル」、「機械・機器」、「エレクトロニクス」の 3 産業である。 

「機械・機器」や「エレクトロニクス」のような機械工業は受託製造業の発展が著しい産業

 

第 1 表 バリューチェーンのガバナンス 

直接投資の強さ 非出資の強さ 
   FDI シェア対貿易シェア 非出資形態の普及率（5 分位） 
一次産業 

農業関連 0.2  3 
採掘 2.0  2 

製造業 

食品・飲料 1.4  3 
繊維・アパレル 0.1  5 
製薬 2.2  4 
化学 0.9  2 
自動車 0.5  2 
機械・機器 0.4  4 
エレクトロニクス 0.2  4 

サービス 

卸売・小売 1.1  2 
輸送・物流 0.8  4 
金融サービス 1 
ビジネスサービス 1.3  1 

平均 0.8  3 

（出所）UNCTAD (2020: 134) にもとづき筆者作成。 
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の典型であり7、「繊維・アパレル」は初期の GVC アプローチ（世界システム論の立場に立つグ

ローバル商品連鎖アプローチ）が先進国ブランド企業による途上国地場企業の「活用」に注目

してきた産業である（Gereffi and Korzeniewicz eds. 1994）。したがって、第 1 図でみた市場と垂

直統合の中間にあるガバナンスの諸形態は、おもにこれら 3 つの産業のビヘイビアが念頭に置

かれていると考えてよい。 

なお、第 1 表は、一口に「国際生産」とか「国際事業活動」といっても、その実態は産業ご

とに相当大きな違いがあることも示唆する。製薬産業がその好例である。製薬産業は定性的指

標では非出資形態のガバナンスの影響力が強い。それは受託製薬事業者の活用が一般化してい

るからだが、出資によるガバナンス（直接投資）の役割もきわめて大きい。これは、「エレクト

ロニクス」や「機械・機器」、「繊維・アパレル」と比べたときの製薬産業の顕著な特徴である。 

 

2. GSC へのエクスポージャー 

 

以上で、先に述べた①の投資主体の戦略的行動（生産過程／バリューチェーンの統治）につ

いてはおおまかに理解できた。では、②技術・素材的な側面（労働工程／バリューチェーンの

パターン）と、③価値生産の側面（付加価値産出の地域的パターン）はどのように理解すれば

よいだろうか。 

 

2.1. GSC の技術・素材的な側面――バリューチェーンのパターン 

②は「バリューチェーンの距離」によって類型化できる。オープン・モジュール型の製品設

計様式の支配的な産業では工程の分裂ないし非統合 dis-integration をともなうことが多く、そ

れゆえバリューチェーンの距離は「長く」なるだろう。逆に、クローズド型であれば、工程は

統合されやすく「短く」なるだろう。 

オープン・モジュール型設計様式の意義は、インターフェースの抽象化によって個々のモ

ジュールの分権的進化が可能になったことにある（池田 2005: 88-89）。これは、独立した専業

企業が個々の工程に特化する産業組織をつくりだし、競争のあり方も垂直的競争 vertical 

competition にシフトした（Morihara 2022）。その典型が半導体産業のサプライチェーンである

（第 2 図）。なかでも、設計（デザイン）と製造の分離は非常に重要であり、前者は回路設計の

自動化ソフトウェア（EDA）専業として自立した企業を生み出し、後者は製造装置専業企業や

ファウンドリ、OSAT を生み出した。 

 
                                                                 
7 エレクトロニクス産業における EMS の活用の意味については、（Morihara 2022）を参照されたい。 
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第 2 図 半導体産業のサプライチェーン 

 
（注）白抜きはビジネスモデル、グレーの網掛けはサプライチェーンのセグメントを意味する。

OSAT は後工程（組立・試験・実装）の受託請負、EDA は回路自動設計ソフト、コア IP
とは回路の設計資産。 

（出所）Khan, Mann and Peterson (2021: 6) に一部加筆。 

 

2.2. GSC の価値生産の側面――付加価値産出の地域的パターン 

一方、③は「付加価値産出の地理的分散の程度」によって類型化できる。ある産業において、

その産業の輸出総額に占める特定国・地域の付加価値産出額の比率が高い場合は労働工程の地

理的集中が生じていると解釈しうるだろう。逆に、そのような傾向が見いだせない産業は地理

的分散が生じていると理解できるだろう。 

バリューチェーンの分析では以上②と③のいずれかのみに注目することが多い。しかし、労

働工程の断片化がただちに付加価値産出の地理的分散を意味するわけではないため、バリュー

チェーンの分析にあたっていずれか一方のみに注目するのは不十分である（Kano et al. 2020）。 

 

2.3. 国際生産の産業別パターンと GSC へのエクスポージャー 

以上のような視点から GVC をともなう国際生産をみると、どのような産業別パターンが得

られるだろうか（第 3 図）。ここでは大きく 4 つのパターンが得られる。 

 第 1 は、バリューチェーンの垂直分裂があまり進んでおらず、付加価値産出という点では地

理的な不均等性があまりみられない産業である。これにはおもに一次産業が当てはまる。農業

や資源採掘多国籍企業の立地選択は土地や天然資源の地理的分布に依存しやすいため、かれら

の付加価値産出も特定の国・地域に集中しにくい。また、輸送・物流、卸売・小売も顧客との

近接性が重要であるため、特定の国や地域への集中はみられない。 

研究・開発

設計 製造(前工程) 組⽴・試験・実
装(後工程)

エンドユース
（OEM / ODM)

EDA・コアIP 製造装置 材料

ファブレス OSATファウンドリ

垂直統合型デバイスメーカー（IDM）

半導体生産

半導体生産への投入
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第 2 は、バリューチェーンの分裂が進んでおらず、付加価値産出の特定国・地域への集中が

みられる産業である。これはおもに高度な金融サービス多国籍企業、ビジネスサービス多国籍

企業が該当する。金融サービス多国籍企業（投資銀行など）の立地はグローバル金融センター

に集中しているし、ビジネスサービス多国籍企業も多国籍企業の本社が集中する地域に立地し

やすい。 

第 3 は、地域的なバリューチェーンを軸とした生産を行う産業である（バリューチェーンの

分裂の程度は全産業のなかで中程度となる）。こうした産業は特定の地域で加工し、特定の地域

的市場に財を供給する。食品・飲料産業がその典型である。 

第 4 は、バリューチェーンの垂直分裂が進んでおり、付加価値産出の特定国・地域への集中

がみられる産業である。これにはローテクとハイテクの 2 つの類型がある。前者の典型は繊維・

アパレル産業であり、後者の典型はエレクトロニクス産業である。後者のなかでも半導体産業

は付加価値産出の地理的集中がきわめて高度に進んでいる産業である。第 4 図にみられるよう

第 3 図 国際生産の産業別パターン 

 

（出所）UNCTAD (2020: 137). 
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に、全世界の付加価値産出はアメリカ、欧州、中国、韓国、日本、台湾というきわめてごくわ

ずかな国・地域によって占められている。とくに製造（ウェハ加工および実装・組立・検査）

の約 7 割は東アジアに集中している。 

以上のように、生産のグローバル化といっても、ある種の産業において実際に生じているの

は生産の特定・地域への集中である。半導体産業の製造についていえば、「製造のグローバル化」

ではなく「製造の東アジア化」が実際に進行したことであった。 

こうしたことから、付加価値産出が特定国・地域に集中している産業は、高い地政学的リス

クを抱えていることになる。極端なグローバル化が当たり前だった時代においては、こうした

リスクをコスト計算しなくても問題なかったが、前節で述べたような状況になると、このリス

クはコストとして浮上せざるをえない。この結果、GSC へのエクスポージャーをいかにマネジ

メントするか、という問題が産業・企業にとって大きな課題となった。 

 

第 4 図 半導体産業の地域別付加価値産出比率（2021 年） 

 

（注）ファブライトはファブレスと垂直統合の中間的形態。DAO はディスクリート半導体（パ

ワー半導体など）、アナログ半導体（各種センサーなど）、オプティカル半導体（受発光

素子）。 
（出所）SIA (2022: 22). 
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3. 地政学的緊張下のサプライチェーン・マネジメント 

 

それでは、GSC へのエクスポージャーの高い産業はこうしたリスクをどのように管理すれば

よいのか。結論的に言えば、地政学的緊張が高まっている現在においても、産業ないし企業次

元での対応は、大災害等への事前の対処策として過去に積み上げられてきたものと本質的な違

いはない（というよりも、それ以上のことは産業／企業の次元ではできない）。 

すなわち、これまでも複雑化し、長く伸びたサプライチェーンが高いリスクを抱えているこ

と自体は意識されてはきた（Lewin and Peeters 2006）8。たとえば、日本の東日本大震災／原発災

害（森原 2012）やタイの大洪水などはそのきっかけになった。しかし、新型コロナウィルスの

感染拡大に起因する世界的なパンデミックは、複雑化、長大化したサプライチェーンのはらむ

リスクにあらゆる経済主体が向き合わざるをえなくさせたという点で画期をなした（Antràs 

2020; Javorcik 2020）。 

 

第 5 図 多国籍企業のサプライチェーン・マネジメント 

 

（出所）UNCTAD (2020: 172). 

 

                                                                 
8 オフショアリングにともなう立地特殊的リスク（location specific risks）の類型化については、Lewin and 
Peeters (2006) が詳しい。かれらは、このリスクについて、①文化的不適合、②データセキュリティの欠如、

③オフショアサービスセンターにおける離職率、④知的財産をめぐる損害、⑤受入国のインフラの不安定、

⑥受入国の政治的不安定性、⑦政治的バックラッシュ、⑧災害の 8 点を挙げている。 



－ 11 － 

UNCTAD は、こうした産業／企業次元におけるサプライチェーンのリスクマネジメントを以

下の 4 つの側面に分けて整理している（第 8 図）。 

 第 1 に、サプライチェーンの可視化・透明化である。サプライチェーンに生じるさまざまな

事象を監視しパターンを特定する方法がなければ、事前のシミュレーションも計画も立てられ

ない。この際、産業用のデジタル技術が一定の役割を果たすだろう。第 2 に、サプライチェー

ンのフレキシビリティの確保である。これには生産ラインの組み替え、生産拠点の分散、生産・

調達方法の切り替え、輸送・物流の代替手段へのアクセスが含まれる。そして第 3 は十分な在

庫の確保、第 4 は急激な需要変動を予測するマーケット・インテリジェンスの強化である

（UNCTAD 2021: 174）。 

 サプライチェーンの可視化や在庫の確保、各種分析・予測は当然のことなので、このうち追

加的な経営努力が必要なのは第 2 の点であろう。東日本大震災時の日本の経験では、完成品メー

カーを中心に部品・部材の共通化が図られることによって、間接的に特定のノードへの過度な

依存にともなうリスクの軽減が図られた。共通化は自動車や電機の完成品メーカーを中心に企

業横断的に取り組まれ、とくに生産に投入される半導体の種類の共通化が目立った。ここでは

経産省や業界団体によるオリエンテーションが一定の役割を果たしている（森原 2012）。 

 しかし、こうした対応では地政学的なリスクないし不確実性を完全に除去することはできな

い（そもそも地政学的緊張にともなう損害の発生可能性は保険計算になじまず、「リスク」とい

うべきではない）。繰り返しになるが、リスクや不確実性の源泉は特定国・地域への生拠拠点の

過度な集中にあるのだから、もしこれを軽減したいのであれば、サプライチェーン全体の再構

築が必要になるからである。これには産業／企業次元の対応では限界があり、政府による一定

の介入が不可避になるだろう。 

 

おわりに 

 

小稿は、国際生産の産業別特徴を類型化するための視点を整理したうえで、国際事業活動を

行っている主要な産業がどのように類型化できるかを検討してきた。そこでは、ある種の機械

工業（とりわけエレクトロニクス産業）がとくに GSC へのエクスポージャーが高く、ゆえに

GSC の混乱にともなう損失を被りやすいことが指摘された。さらに、こうした GSC へのエク

スポージャーが高い産業において、産業・企業次元がとりうる対応策は限定的であり、足元で

生じている地政学的な緊張という条件の下では政府の介入が生じざるをえないことを明らかに

した。 

 こうした動きの具体的なあらわれが、アメリカのバイデン政権の掲げる「レジリエントなサ
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プライチェーンの構築」である9。Farrell and Newman (2019) は、ネットワークにおける個々の

ノード（結節点）は均一の役割を果たすわけではなく、ある種のノードが「ハブ」としての役

割を果たすことに注目し、このハブの地政学的な含意を引き出そうとした。すなわちハブを掌

握する国家は特定の対象をネットワークから排除できる「チョーク・ポイント choke point」を

握っていることを意味し、また、こうした国家はネットワーク全体を監視できる「パノプティ

コン効果 panopticon effect」を享受するだろう。 

バイデン政権のアプローチの特徴は、GSC それ自体を否定するのではなく、GSC のチョー

ク・ポイントを分析し、それへのエクスポージャーを政治がコントロールするという点にある。

「極端なグローバル化」の時代にあっては、GSC へのエクスポージャーを“政治が”コントロー

ルするという発想自体が否定されたのだから、バイデン政権のアプローチの独自性はこの点に

見出されなければならない。一方、こうした対応は、グローバル化の全面否定ではない。経済

的相互依存の進む現実を「ハイ・ポリティクス」がいかに管理し、また適応するか、という視

角からのアプローチである。 

以上の詳細については別稿において論じる予定である。 
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